
広報 にっこう ８

①人件費の状況（普通会計決算）

　普普通通会計に占め会計に占めるる
　人人件件費の割費の割合合（（B/AB/A））

人人件件費費
（（BB))

普通会計歳普通会計歳出出額額
（（AA））

２１．４昏　８８億４，８５９万円 ４１３億５，１３６万円２４年度

２２．２昏　９１億３，４５４万円 ４１１億９，１４６万円２３年度

※人件費は、市長や副市長、教育長、市議会議員、嘱託などの特別
　職に支給される給料・報酬などを含みます。

②職員給与費の状況（普通会計決算）

給 与給　　　与　　　費費
職員職員数数

合合　計計期期末末・・勤勤勉勉
手手当当

職員手職員手当当給給　料料

６１億
６，３４４万円

１４億
９７０万円

６億
２，０６６万円

４１億
３，３０８万円１，０２７人２４年度

６１億
５，２９３万円

１４億
１，７０５万円

５億
５，７２９万円

４１億
７，８５９万円１，０５０人２３年度

※職員数は、一般職の職員総数から水道や下水道などの企業会計、
 特別会計部門の職員数を除いたものです。

③職員の平均給料月額および平均年齢の状況

一 般 行 政一　　般　　行　　政　　職職

平 均 年平　均　年　齢齢平 均 給 料 月平 均 給 料 月 額額

４４．２歳
（平成２５年４月１日現在）

３１６，６００円
（３３４，０００円）

※給料は、給与費から諸手当を除いたものです。
※市は７月～平成２６年３月に臨時特例による職員給与の減額を行っ
　ています。平均給与月額の上段は減額後、下段は減額前の額です。

④職員の初任給の状況

国国日 光日 光 市市区区　　　分分

１７２，５７７円
（１８１，２００円）総合職

１６８，１１９円
（１７２，２００円）大学卒

一般行政職
１６３，９８７円
（１７２，２００円）一般職

１３３，４１８円
（１４０，１００円）一般職１３６，７８０円

（１４０，１００円）高校卒

※国は平成２４年４月から、市は平成２５年７月から職員給与の減
　額を行っています。上段は減額後、下段は減額前の額です。

⑤職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況

経 験 年経　　験　　年　　数数
区区　　　分分

２０２０年年１５１５年年１０１０年年

３４０，３３７円
（３５９，６５０円）

２８７，９０６円
（３０４，２４３円）

２４６，５２２円
（２６０，５１１円）大学卒

一般行政職
２９４，８６７円
（３１１，６００円）

２５８，７１９円
（２７３，４００円）

２３６，８９９円
（２４１，１５０円）高校卒

※上段は減額後、下段は減額前の平均給料月額です。

⑥一般行政職の級別職員数の状況

合合 計計

７７　級級６６　級級５５　級級４４　級級３３　級級２２　級級１１　級級区区　分分

部部　長長
参参　事事

課課　長長
副参副参事事

課長補課長補佐佐
主主　幹幹

係係　長長
副主副主幹幹

主主　査査主主　任任
主主　事事
技技　師師

職務分職務分類類

６２６２０５７８８２０５１８１１７５８職員数（人）

１００３．２９．１１４．１３２．７２８．９２．７９．３構成比（昏）

※日光市給与条例に基づく給与表の級区分による職員数です。職務分類は、それぞれの級に該当する代表的な職名です。
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⑪職員数の状況（各年度とも４月１日現在）

主な増減理主な増減理由由
対前対前年年

増減増減数数

職職員員数数（（人人））
区区　　　　分分

２２５５年年度度２２４４年年度度

事務の統廃合や、指定

管理制度導入などによ

る減少

※退職者数に対して新

　　規採用者数を抑制し、

　　職員数削減を図って

　　います。

０７７議　　会

一般行政部門普
　
通
　
会
　
計

０２３６２３６総務企画

▲２４５４７税　　務

▲１２１６７１７９民　　生

▲７７７８４衛　　生

０２２労　　働

０３７３７農　　林

１４５４４商　　工

０６８６８土　　木

▲２０６８４７０４計

１１３５１３４教　　育

特別行政部門 ３１９３１９０消　　防

４３２８３２４計

▲１６１，０１２１，０２８計

▲１１８１９水　　道

公営企業等会計部門
▲１１８１９下 水 道

▲１４１４２そ の 他

▲３７７８０計

▲１９１，０８９１，１０８合　　　　　　計

※職員数は一般職に属する職員数に教育長１名を加えています。臨時および非常勤職員は含みません。

⑧退職手当（平成２４年度）

勧奨・定勧奨・定年年自己都自己都合合区区　分分

３０．５５月分２３．５０月分勤続２０年

５０．７０月分４１．５０月分勤続３０年

５９．２８月分４７．５０月分勤続３５年

５９．２８月分５９．２８月分最高限度額

その他の加算措置：定年前早期退職特例措置
　　　　　　　　　　（２～２０％加算）

⑩特別職の給料・報酬など

期末期末手手当（当（賞与賞与））月月　額額区区　　分分

　６月期 １．４０月分

１２月期  １．５５月分

　計　２．９５月分

９６０，０００円市　長

給　料

７６０，０００円副市長

　６月期 １．４５月分

１２月期  １．６５月分

　計　３．１０月分

４９０，０００円議　長

報　酬 ４１０，０００円副議長

３８０，０００円議　員

※加算措置あり

⑦期末・勤勉手当（平成２５年度）

勤勉手勤勉手当当期末手期末手当当区区　分分

０．６４５月分１．２２５月分６月期

０．６４５月分１．３７５月分１２月期

１．２９０月分２．６００月分計

※職制上の段階、職務の級などによる加算措置があり
　ます。

⑨その他の主な諸手当（平成２５年度：月額）

内内　　　　　　容容区区　分分

・配偶者　　　　　　　１３，０００円

・子など（１人につき）　　 ６，５００円

・１６～２２歳の子１人につき５，０００円加算

扶養手当

・借家　　　　　　　　２７，０００円以内住居手当

・公共交通機関…運賃に応じて支給

　　　　　　　　（支給限度額５５，０００円）

・自家用車…距離に応じて支給

通勤手当


